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                 要約版                 【表】 

 

1書名 「精神障害者に対する効果的な職業訓練に関する調査研究」 

2発行番号 調査研究報告書 No.154 3分野  4担当室 在職者訓練研究

室 

5 目的 

障害者職業能力開発校の入校者のうち、精神障害者の入校者数は大幅に増加していると

ころである（※平成１９年度５５名 平成２０年度１４７名）。また、障害者委託訓練の

受講者に占める精神障害者の受講者数も増加しており（※平成１９年度１，６５２人、平

成２０年度１，８６７人）、精神障害者の職業訓練ニーズは非常に高く、就職により効果

的に結びつく職業訓練の実施が求められているところである。 

 障害者校においては、精神障害者を対象とした訓練コースを設置しているのは、中央障

害者職業能力開発校、吉備高原障害者職業能力開発校、大阪障害者職業能力開発校、神奈

川障害者職業能力開発校の４校であり、その他の障害者校は、精神障害者を対象とした訓

練コースを設置しているわけではないが、その受け入れを積極的に進めているところであ

る。 

 障害者校にヒアリングすると、｢体調を崩しての途中退校が見られる｣、｢体調等に配慮し

たカリキュラムの設定が必要｣など、精神障害者の障害特性に配慮したきめ細やかな対応が

職業訓練の実施にあたって求められているところである。 

 そのため、精神障害者を対象とした訓練コースを設置し、職業訓練を推進している障害

者校の訓練成果について取りまとめ、効果的な訓練方法について、検証するとともに、精

神障害者対象の専門訓練コースではなく、既存の訓練コースで他の障害を持つ者と一緒に

職業訓練を実施する場合の効果的な訓練手法等について、検証する必要がある。 

6 概要 

（１）調査対象 

東北３県の施設を除く職業訓練校 １７７校 

   職業能力開発校   １５８校 

障害者職業能力開発校   １９校 

（２）結果 

イ 施 設 １３２校（職業能力開発校１１８校、障害者職業能力開発校１４校） 

ロ 指導員 １０４枚（一枚に複数人の回答あり） 

ハ 訓練生  ７９人 

ニ 訓練生へのヒアリング ２２人 

（３）精神障害者に対する職業訓練の実施状況 

調査対象期間（平成２１年度～２２年度）に精神障害者を受け入れた施設は、６３校（48％）。

一般校   １１８校中 ５０校（42％） 

障害者校は  １４校中 １３校（93％） 

訓練校における精神障害者の訓練形態として、おおまかに、 

１）一般校で行う健常者との混合訓練 

２）障害者校で行う身体、知的、発達障害者等との混合訓練 

３）精神障害者を対象にした訓練コース（職域開拓科、職域開発科等）を設置 

の３類型に分かれ、それぞれ以下について、共通する問題、形態によって異なる問題等があげら

れた。 
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イ 入校時の評価 

ロ 訓練指導上の課題 

（イ）一般校 

（ロ）障害者校 

ハ 精神障害者の職業訓練にあたる人材の育成 

ニ 職業訓練の実施環境 

ホ 当事者の職業訓練に対する意識と企業、支援機関のノウハウの活用 

 

第１章 概要 

 第１節 調査研究の概要 

 第２節 精神障害者に対する職業訓練ニーズの動向とその背景 

 

第２章 精神障害者に対する公共職業訓練の現状 

 第１節 調査の概要（調査時期、調査対象等） 

 第２節 公共職業訓練施設における精神障害者訓練の実態 

 第３節 精神障害者の訓練指導上の課題 

 第４節 精神障害のある職業訓練生の意識 

 

第３章 職業能力開発校における精神障害者訓練の取り組み事例 

 第１節 神奈川障害者校における取り組み 

 第２節 大阪障害者職業能力開発校における取り組み 

 第３節 中央障害者職業能力開発校等における取り組み 

 

第４章 就労支援機関及び企業における精神障害者の受入及び作業指導上の留意点 

 第１節 障害者就業・生活支援センターにおける支援状況 

 第２節 株式会社 ストロークの経験 

 第３節 清水建設株式会社におけるモデル事業での経験 

 第４節 ワールドビジネスサポート ～リカバリーの４段階を活かした就労支援～ 

 

第５章 まとめ 

 第１節 精神障害者に対する職業訓練の実施状況 

 第２節 入校時の評価 

 第３節 訓練指導上の課題 

 第４節 精神障害者の職業訓練にあたる人材の育成 

 第５節 職業訓練の実施環境 

 第６節 当事者の職業訓練に対する意識と企業、支援機関のノウハウの活用 

 第７節 求められる「職業訓練」の概念 

7 本書の活用方法 

各職業能力開発関係部局や職業能力開発施設、民間の教育訓練機関等、職業訓練実施機関

において、精神障害者への職業訓練の現状把握をし、精神障害者に対する効果的な職業訓練への基

礎資料として有用であると思われる。 

注記 本報告書等は、基盤整備センター「職業能力開発ステーションサポートシステム     

  ・基盤整備センター刊行物検索」から閲覧、ダウンロードができます。              

   URL：http://www.tetras.uitec.jeed.or.jp/  


